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バランスシート（貸借対照表）

借　　方
増減率１７年度資産の部
△１.８７％１,００３億０３百万円１有形固定資産

１.３６％２１０億２１百万円　（うち土地）

１１.８８％８４億８６百万円２投資等

４.６７％２５億５５百万円（１）投資・出資金

△２０.００％４百万円（２）貸付金

１３.３６％５４億１５百万円（３）基金

４１.４４％５億１２百万円（４）退職手当組合積立金

１８.０７％６６億８５百万円３流動資産

１５.０６％５１億４９百万円（１）現金預金

２９.４０％１５億３６百万円（２）未収金

０.０１％１,１５４億７４百万円資産合計

貸　　方
増減率１７年度負債の部

△１.９１％３８０億７７百万円１固定負債

△２.０３％３４７億１８百万円（１）地方債

△０.７１％３３億５９百万円（２）退職給与引当金

１２.３０％３２億３３百万円２流動負債

１２.３０％３２億３３百万円（１）翌年度償還予定額

△０.９３％４１３億１０百万円負債合計

増減率１７年度正味資産の部

１.４１％１００億０８百万円１国庫支出金

△４.２４％９９億７２百万円２県支出金

１.３１％５４１億８４百万円３一般財源等

０.５４％７４１億６４百万円正味資産合計

０.０１％１,１５４億７４百万円負債・正味資産合計

（平成１８年３月３１日現在の普通会計分）

資産＝将来にわたり残る財産

で、将来の世代が利用します

負債＝将来の世代が負担す

る借金、正味資産＝今まで

の世代が負担した金額

用語解説
●普通会計＝自治体の財政状況を比較するための基準となるもので、公営企業的な特別会計を除いた一般的な会計で、
恵那市では一般会計に加え、簡易水道事業特別会計のうちの柏尾営農飲雑用水維持管理費、宇連飲料水供給事業（維
持管理費と元利償還分）、老人保健医療特別会計の一般管理費を合算したものです。 
●有形固定資産＝恵那市がこれまでに整備した道路・公園・学校・体育文化施設など建物・設備、取得してきた土地
などです。施設は、道路や学校などの目的別に耐用年数を設定し、毎年一定額を減価償却して資産を計算しています。
●投資等＝外郭団体などへの出資金・貸付金のほか、施設整備などの目的を持って積み立てている基金などです。
●流動資産＝今後の資金不足に備えるための「財政調整基金」、地方債の償還のための「減債基金」や市税などの未収
金です。
●固定負債＝地方債は、借金の現在高から翌年度償還予定額を除いた平成 1９年度以降に返済する元金です。「退職給
与引当金」は年度末に全職員が退職したと仮定した場合の退職金の総額です。
●流動負債（翌年度償還予定額）＝地方債のうち 1年以内に支払う金額です。（平成１８年度の返済額）
●正味資産＝資産のうち支払いが済んでいるものが、どのようなお金で取得されているかを表しています。

バランスシートと
行政コスト計算書
で財政状況を見る

※増減率は平成１６年度数値との比較により算出しました。

　現行の地方公共団体の会計方式は、単年度における歳入と歳出を対比し
た収支会計を中心としているため、資産や負債などの残高に関する情報が
わかりにくくなっています。
　このため総務省の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会
報告書」の作成基準を基に、減価償却などの発生主義会計手法を用いてバラ
ンスシートを作成しました。
　市では合併年度の平成１６年よりバランスシートと行政コスト計算書の作
成について検討し、今回合併後の恵那市バランスシートおよび行政コスト
計算書を公表します。
□問い合わせ　財務課財政係�２６‐２１１１（内線３５２）
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市民１人当たりのバランスシートの年度比較

施設・土地などの資産を目的別に見てみると

　バランスシートの数値を市の人口
で割って、市民一人当たりの金額を算
出しました。
　バランスシートをみると、資産（財
産）の合計では、０.０１㌫の微増となっ
ていますが、人口の減少により一人当
たりの資産は１万４千円（０.６９㌫）増
となっています。負債（借金）につい
ては、新たな借り入れが抑えられたこ
とにより、２千円減となっています。

　円グラフはこれまでに取得した土地、建物など
の資産（有形固定資産）を市の仕事の分野別に見
たものです。この割合を見ることで、どの分野に
重点をおいて資産の取得をしてきたかが分かり
ます。土木費、教育費、農林水産費の順に多く、
道路整備や学校施設、農道整備など生活に必要不
可欠な分野の占める割合が多くなっています。

 　「バランスシート」は、平成１７年度までに整備した施設や土地、基金など市の資産がどれくらいあり、そ
の借金（負債）の額や、どのようなお金で資産ができているのかを表します。

【資産の部】

　有形固定資産は、財産につながる建設事業を抑制したことにより、前年度対比（平成１７年度１,００３億３百
万円－平成１６年度１,０２２億１８百万円）で１９億１５百万円減額となりましたが、基金、投資・出資金、現金預
金が増額となり、資産合計は、前年度対比（平成１７年度１,１５４億７４百万円－平成１６年度１,１５４億６５百万円）
で９百万円の増となりました。
【負債の部】

　流動負債の翌年度償還予定額は、前年度対比（平成１７年度３２億３３百万円－平成１６年度２８億７９百万円）
で３億５４百万円の大幅な増となっています。市では、借金の返済額が年々増加しており、現状のまま借金を
繰り返すことは、将来の財政運営に大きな影響を与えるので、財産の取得については計画的に行う必要があり
ます。
　資産全体のうち支払いの済んでいない（負債）割合は約３６㌫ で、資産を利用する将来の世代が負担する借
金となります。また正味資産は今までの世代が負担した金額となります。

増減額平成１６年度平成１７年度　分　　類

１万４千円２０３万５千円２０４万９千円
資産（将来にわたって
残る財産）

△２千円７３万５千円７３万３千円
負債（将来の世代が負
担する借金）

１万６千円１３０万０千円１３１万６千円
正味資産（今までの世
代が負担した金額）

平成１７年
人口５６,７３２人

平成１８年
人口５６,３５０人

住民基本台帳人口
３月３１日現在

ポイント
　道路整備や学校、公民館、農林道などの生活
基盤にかかわる資産が整備されています。道
路などは換金した場合の価値としては低いも
のですが、皆さんの利用によって効果を生み出
す資産といえます。

バランスシートで分かること
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歳出項目

差し引き額平成１６年度平成１７年度
　分　　類

金　額構成比金　額構成比金　額

△３億５５百万円２４.４％５９億４４百万円２４.０％５５億８９百万円１人にかかるコスト

△３億３５百万円２２.７％５５億４１百万円２２.３％５２億０６百万円　（１）人件費

△２０百万円１.７％４億０３百万円１.７％３億８３百万円　（２）退職給与引当金繰入等

△４億５０百万円４３.１％１０５億１７百万円４３.２％１００億６７百万円２物にかかるコスト

△３億３７百万円１８.５％４５億２４百万円１８.０％４１億８７百万円　（１）物件費

△６３百万円１.７％４億０９百万円１.５％３億４６百万円　（２）維持補修費

△５０百万円２２.９％５５億８４百万円２３.７％５５億３４百万円　（３）減価償却費

△３１百万円２７.９％６８億２６百万円２９.１％６７億９５百万円３移転支出的なコスト

２億５２百万円６.８％１６億６９百万円８.２％１９億２１百万円　（１）扶助費

△４億４０百万円８.０％１９億６５百万円６.５％１５億２５百万円　（２）補助費等

５８百万円９.８％２４億０１百万円１０.６％２４億５９百万円　（３）繰出金

９９百万円３.２％７億９１百万円３.８％８億９０百万円　（４）普通建設事業費

△２億５２百万円４.６％１１億２３百万円３.７％８億７１百万円４その他のコスト

△２億２８百万円１.２％３億０６百万円０.３％７８百万円　（１）災害復旧事業費

△６４百万円３.３％８億０６百万円３.２％７億４２百万円　（２）公債費（利子分のみ）

４０百万円０.１％１１百万円０.２％５１百万円　（３）不納欠損額

△１０億８８百万円１００％２４４億１０百万円１００％２３３億２２百万円行政コスト合計（Ａ）

行政コスト計算書 平成１７年度普通会計分

歳入項目

差し引き額平成１６年度金額平成１７年度金額　分　　類

４億４３百万円１７億８９百万円２２億３２百万円１使用料・手数料など

△２億１９百万円２３億５７百万円２１億３８百万円２国庫・県支出金

１８億４８百万円１６５億０８百万円１８３億５６百万円３一般財源

２０億７２百万円２０６億５４百万円２２７億２６百万円　収入合計（Ｂ）

△１２百万円１３億０７百万円１２億９５百万円４正味資産国庫・県支出金償却額Ｃ

△２４億４９百万円５５９億３４百万円５３４億８５百万円５期首一般財源など

３１億４８百万円△２４億４９百万円６億９９百万円　一般財源増減額Ｂ－Ａ +Ｃ

６億９９百万円５３４億８５百万円５４１億８４百万円６期末一般財源など

　行政コスト計算書では、財産を取得するための費用（バランスシート）に表されない行政サービスにかかる
費用を歳出項目として大きく４種類に分けて表し、歳入項目でそのサービス費用の財源を表しています。
　対前年度比では扶助費、繰出金、普通建設事業費、不納欠損額以外の項目ではコスト（費用）が減少してい
ます。平成１６年度は市町村合併という特殊な事情により、コストが膨らみ平成１７年度ではそれらのコストを
見直したことにより、全体で１０億８千８百万円（前年比４.６㌫）減少しました。
　しかし、移転的なコストのうちで扶助費（生活保護や児童手当、乳児医療費助成など、市が現金などを直接
支給する経費）は、乳幼児医療費助成などサービスの充実に伴い大きく増額となっています。
　今後、団塊の世代の退職や人口減少などによる税などの収入が減少するとともに、行政サービスの多様化や
福祉関係を中心とした費用が年々増えているため、今後ますます財政状況は厳しくなることが予想されます。
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行政コスト計算書を目的別に見てみると

市民１人当たりの行政コスト計算書の年度比較

増減額平成１６年度平成１７年度　分　　類

△６千円１０万５千円９万９千円１人にかかるコスト

△６千円１８万５千円１７万９千円２物にかかるコスト

１千円１２万円１２万１千円３移転支出的なコスト

△５千円２万円１万５千円４その他のコスト

△１万６千円４３万円４１万４千円行政コスト合計（Ａ）

３万９千円３６万４千円４０万３千円　収入合計（Ｂ）

　行政コスト計算書では、市民
一人について、１年間にかかっ
た各種行政サービスの費用が
１６年度に比べ１万６千円減の
４１万４千円、それに対して市
民の皆さんに納めて頂いた税
金や、国・県からの補助金など
の収入は４０万３千円となって
います。

　市の仕事の分野別で見ると、バランス
シートではあまり目立たない「民生費」の割
合が、ここでは多くなっています。バラン
スシートは主に取得した財産についての金
額を表していますが、行政コスト計算書を
見るとそれ以外の福祉サービスなどにも多
くの費用がかかっていることが分かります。

用語解説
【人にかかるコスト】
●「人件費」＝議員への報酬や職員への給料などの人件費のうち、退職手当組合負担金を除いた額です。
●「退職給与引当金繰入等」＝職員の退職金の財源として当該年度において新たに繰り入れられた金額です。
【物にかかるコスト】
●「物件費」＝消耗品や委託料などのサービスの提供に必要な消費的性質の経費です。
●「維持補修費」＝施設の維持修繕に要する経費です。 
●「減価償却費」＝年数の経過による有形固定資産の価値の減少分を経費として計上します。
【移転支出的なコスト】
●「扶助費」＝生活保護や各種手当の支給などに要する経費です。 
●「補助金等」＝各種団体や公営企業などに対する補助金や負担金です。
●「操出金」＝特別会計に繰出した額のうち、定額運用基金への操出金を除いた額です。
●「普通建設事業費（他団体への補助金等）」＝普通建設事業費のうち他団体に補助金等として支出した金額です。
【その他のコスト】
●「公債費（利子分のみ）」＝地方債及び一時借入金の利子分です。 
●「不納欠損額」＝時効などにより徴収できなかった市税や使用料などです。   
    


